
平成３１年度予算と施策 知事へ提案書を提出！！
来 年 度 の 予 算 編 成 む け、

チームしが県議団として、政
策の選択と集中、未来への責
任、弱者への視点等を基軸と
して、予算と施策に関する提
案書を提出しました。（以下、
主な要望項目）

【最重点事項】人口減少・少子高齢化社会における中・
長期的な施策の構築／持続可能で発展なる滋賀県をつ
くるための歳入確保と財政健全化／気候変動により大
規模化する風水害への防災・減災対策の強化

【重点事項】ワーク・ライフ・バランス、働き方改革
の推進／映像誘致・ロケ支援・ビワイチの活用による
観光振興／公共交通条例の策定／琵琶湖の水質保全
と生態系の保全／農業、林業、水産業、畜産業の支
援／子どもの貧困対策を含む生活困窮者支援／骨髄ド

ナーに対する支援
／手話言語条例の
策 定 ／ICT等 の 教
育環境の充実／教
職員の多忙化解消　
等　62項目

未来への責任未来への責任
グローバル化の進展、技術革新、国内における生産年

齢人口の急減などに伴い、予見の困難な時代の中で新た
な価値を創造していく力を育てる必要があります。特に
第5世代通信規格（5G）により、科学技術が劇的に進み、
働き方をはじめ、社会の姿も大きく変わっていくことが予

測されます。笑顔あふれる未
来に向け、教育や福祉などに
新たな知見を活用しながら、
人と自然とくらしが、希望に満
ち、元気な滋賀になるために
引き続き頑張ってまいります。

認知症対策と健康しがについて
認知症は85歳以上では約40％、65歳以上で15％が罹

患するといわれている。認知症は特別な病気でなく、誰も
がなりうることを認識しなければならない。認知症に自分
が、家族がなったから、孤立し、苦しむ社会から、認知症
の人の意思が尊重され、また家族も安心して、住み慣れ
た地域で自分らしく暮らし続けられる社会が必要である。
〇軽度認知障がい対策の推進について

軽度認知障がい（MCI）から認知症に症状が進展の割
合は年平均で10％、5年間で約40％といわれ、MCI検査
の普及・推進による早期発見、適切な治療・予防をする
ことで認知機能が回復されるといわれている。脳卒中や
心疾患、糖尿病等、生活習慣病の対策や、アルコール依存、
ストレスや不安、うつ病など、多岐にわたるリスク要因の
解消や、定期的な身体運動、趣味など、心身のコントロー
ルにより、認知症の発生が抑制できるといわれている。

県では、軽度認知障がい
と診断された方に対し、軽度
認知症等の専用相談窓口で
ある、滋賀県軽度認知症サ
ポートセンターを設置して、
軽度認知症の方やそのご家
族に対する相談支援や交流
会の実施、病気の理解やそ
の対応について学ぶ教室を
開催している。

〇認知症フレンドリー社会の構築について
若年性認知症も含め、認知症になっても働きたい人は

継続して就労できる支援や、自動車の運転免許を自主返
納しても心配なく外出できる公共交通網の整備、金融機
関等におけるサポート体制や県下全域で訪問理容・美容
サービスが行われるなど、認知症になっても尊厳が保た
れ、幸せに暮らせていける社会が必要である。

県では、企業や団体と協定を結び、認知症高齢者の見
守り活動や、認知症サポーターの養成を進め、若年認知
症の人ができる限りその能力を生かし働き続けられるよう
企業への出前講座を実施している。また、認知症になっ
ても孤立することなく地
域で交流できるよう認知
症カフェの取組や、地域
で安心して暮らせるよう
地域住民による見守りの
体制づくりを進めている。
〇生涯を通じ「からだとこころの健康」が保たれる
　健康しが施策の推進について

ビッグデータや、ＩｏＴ、ＡＩなどの新たな技術は、社会
や経済に変革をもたらし、新たなサービスや価値の創出
のみならず、様々な課題解決にもつながる可能性があり、
認知症予防をはじめとする健康しが施策でも、これらを活
用し、エビデンスに基づいた取組の推進が有効。本年１０
月に設置した「健康しが」共創会議の場も活用し、企業、
大学、ＮＰＯ、市や町等、様々な主体と連携を図りながら、
次世代を見据えた取組を推進する。

高大接続改革について
高大接続改革では、学力の3要素である、①知識・技
能の確実な習得、②思考力、判断力、表現力、③主体
性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度を確実に育成・
評価する一体的な改革が進められている。

今後、「公平性・客観性」から多元的な評価に対する「妥
当性・信頼性」の入試へと、受験の形態も大きく変わる。
ただ単に知識・技能を習得するだけでなく、イーポートフォ
リオを活用し、創造力、問題解決力、コミュニケーション
力、思考力など、多面的多角的な視点で、学びがどのよ
うに進化していくかを見ることができ、自身の認知的な働
きを一段上から理解したり、コントロールでき、生徒は学
びの振り返りを通じて更に成長することができうる。　
〇大学入学共通テストの対策について

２０２０年度から実施の大学入学共通テストにおいて記述
式問題が国語と数学に導入されることを見据え、生徒の
論理的思考力や記述力を高めるとともに、大学と連携をし
た教員向けの研修も実施。
〇英語の民間試験対策について

２０２０～２３年度は共通テストの試験と民間の資格・検
定試験の両方が用意され、２０２４年度からは国が認定した
民間試験に一本化される予定である。民間試験では、聞
くこと、読むこと、話すこと、書くことの力が測定をされ、
４技能をバランスよく伸ばすことが必要であり、特に話す
ことや書くことを主とした活動をより多く取り入れた授業
への改善を図っている。

イーポートフォリオとは
学校の授業や行事、探究活動、部活動などでの学び

や、自身で取得した資格・検定、学校以外の活動成果
の記録ができたり、自分の活動成果や学びをあらため
て振り返ることができるなど、インターネット上に蓄積
する主体的活動等に関する「学びのデータ」。また先
生が閲覧して指導に役立てたり、Web出願等、進学
や就職に活用できる。

〇イーポートフォリオの活用方針について
イーポートフォリオの入試の利用を高等学校に求める大

学は、今後増えてくる。国の調査・研究の動向を見据え
ながら、県としてもイーポートフォリオの活用方針につい
て検討。またイーポートフォリオの研修を実施し、最新の
情報を把握・提供により、教員に理解を深めていく。
〇公立高校のＩＣＴ環境の現状と環境整備について

今後、スマートフォンの貸与の仕組みや学校におけるパ
ソコン・タブレット等の配備などすべての生徒がイーポー
トフォリオを活用できる環境の整備が必要である。

県立学校にける普通教室の無線ＬＡＮ整備率は、１６．８％
であり、全国平均の２２．５％を下回っている。今後、普通
教室等への無線ＬＡＮ環境の整備を進め、イーポートフォ
リオが利活用できるＩＣＴ環境の整備に取り組んでいく。ま
た生徒が校内ネットワークに接続するための環境整備が進
めば、生徒の個人所有のスマホを無線ＬＡＮに接続して授
業等で使用することも可能となる。その際のルール作り
は、生徒に関わらせ、生徒にルールの必要性を理解させ、
主体的に守る意識を持たせる。

認知症起因の
行方不明者数

2015年　113人
2016年　129人
2017年　151人
2018年　161人
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